




















































































































































































































公 益 法 人      　　　 394
医 療 法 人      　　 5,299
学 校 法 人      　　　　98
株 式 会 社      　　　　68
個　　　　人 　　 1,281

















総 数 財 団




総 数 財 団 社 団 総 数 財 団 社 団
昭和45年 2,423 336 2,087 2,007 80 89 36 53
50年 2,729 332 2,397 2,303 94 116 41 75
55年 3,296 335 2,961 2,875 86 133 48 85
60年 3,926 349 3,577 3,456 121 159 57 102
61年 4,168 342 3,826 3,697 129 179 163 57 106
62年 4,823 356 4,467 4,335 132 723 174 58 116
63年 5,915 355 5,560 5,421 139 1,557 179 58 121
平成元年 11,244 364 10,880 10,736 144 6,620 183 60 123
２年 14,312 366 13,946 13,796 150 9,451 187 60 127
３年 16,324 366 15,958 15,800 158 11,296 189 60 129
４年 18,414 371 18,043 17,877 166 13,205 199 60 139
５年 21,078 381 20,697 20,530 167 11,665 206 60 146
６年 22,851 381 22,470 22,294 176 17,322 210 60 150
７年 24,725 386 24,339 24,170 169 19,008 213 60 153
８年 26,726 392 26,334 26,146 188 20,812 223 63 160
９年 27,302 391 26,911 26,716 195 21,324 230 64 166
10年 29,192 391 28,801 28,595 206 23,112 238 64 174
11年 30,956 398 30,558 30,334 224 24,770 248 64 184
12年 32,708 399 32,309 32,067 242 26,045 267 65 202 8 2 6
13年 34,272 401 33,871 33,593 278 27,504 299 65 234 18 3 15
注：平成８年までは年末現在数、９年以降は３月31日現在数である。
資料：厚生労働省調べ
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　特定医療法人は299あり、そのうち社団法人が234と多く、財団法人は65である（2001年３月31日
現在）。年次推移をみると、1991年の社団法人は129であったが、2001年には234と増加しているも
のの、財団法人は60から65とわずかな増加に止まっている。特定医療法人は全体では189から299と
医療法人ほどには増加していない。特別医療法人は社団法人が15、財団法人が３、全体で18とその
数は他法人に比べて少ない（2001年３月31日現在）。種類別医療法人の年次推移は表２のように
なっている。
　２、資金調達及び経営状況
　医療法人の資金調達は社員の出資によるが、これだけでは十分でないため、公的資金及び民間資
金の活用が必要となる。民間資金とは銀行等の金融機関からの借り入れを意味する。近年の金融情
勢からも容易に推測できることだが、医療法人の要望通りに金融機関から借り入れすることは非常
に難しくなっている。ここでは公的資金の活用にはどのようなものがあるのか、それらの内容をま
とめてみたい。
　公的資金としては補助金と制度融資がある。前者には医療施設近代化施設整備費補助金と、共同
利用施設・設備整備費補助金の２種類があり、後者には社会福祉・医療事業団による融資がある。
以下、順にこれらの内容を整理していく。
　医療施設近代化施設整備費補助金については下記のようになっている。
　（目的）療養病床への転換整備並びに病院における患者療養環境等の改善及びへき地診療所の円
滑な継承のための整備等を促進し、医療施設の経営の確保を図ることを目的とする。
　（補助対象者）都道府県、市町村、医療法人等厚生労働大臣の認める者
　（補助率）３分の１65）
　（補助事業内容）
　　　①老朽化等による病院の建替等
　　　②改修により療養病床を整備する病院
　　　③へき地における診療所継承のための整備等
　　　④既存の病院・診療所における療養病床の整備（改修等）
　　　⑤病院・診療所に於ける療養病床の療養環境改善のための整備
　（補助条件）
　　　＊築後概ね25年以上経過した建物であること
　　　＊病床過剰地域に所在する病院は、整備内容等に応じた病床数の削減（10％または20％）を
すること
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　　　＊病床非過剰地域の民間病院等については増床を伴う整備計画でないこと
　　　ただし、平成12年度第１次補正予算66）及び中小病院支援策67）により、築後経過年数に関す
る条件の緩和が示されている。
　共同利用施設・設備整備費補助金については下記のようになっている。
　（目的）①公的医療機関等を地域の中心的な医療機関として位置づけ、開放型病棟もしくは共同
利用を目的とした高額医療機器の整備
　　　　　②地域医療支援病院における共同利用部門の体制を整備し、共同利用施設として地域の
医療機関相互の密接な連携と機能分担の促進、医療資源の効率的活用を図り、地域の
医療水準の向上に資すること。
　（補助対象）上記の目的から、公的医療機関及び地域医療支援病院の２種類に限られる。
　つまり、公的医療機関等による共同利用施設については、都道府県、市町村、厚生労働大臣が適
当と認める者を補助対象者とし、地域医療支援病院における共同利用については、医療法第４条第
１項の規定により地域医療支援病院としての承認を受けた病院の開設者を補助対象者としている。
　ここで地域医療支援病院について、若干説明を加えておきたい。地域医療支援病院の承認を受け
られる開設者としては、国、都道府県、市町村、特別医療法人、医療法人、公益法人、学校法人並
びに公的医療機関等であり、広範囲にわたっているものの、実際に承認を受けている病院は限られ
ている68）。それは、原則として200床以上の患者を入院させるための施設を有しなければならず、
大規模病院であることが条件であり、さらに、病院としての施設基準以外に種々の必要施設も求め
られているからである69）。また、地域医療支援病院として行わなければならない事項もさまざまに
あるからであろう70）。
　当補助金の補助率は、公的医療機関等による共同利用施設及び地域医療支援病院における共同利
用部門のいずれの場合も、３分の１である71）。
　補助金事業の内容としては、施設整備費と設備整備費の２つがある。前者は、共同利用施設に必
要な各部門の新築、増改築に要する経費で72）、後者は共同利用施設に必要な共同利用高額医療機器
の購入費が相当する。
　最後に社会福祉・医療事業団による融資についてまとめておく。
資金の種類は、新築資金、増改築資金、機械購入資金、長期運転資金の４つである。これらは病院
と診療所とのそれぞれについて設定されており、償還期間等について若干異なっているものの、共
通に設定されているものもある73）。
　病院に対する新築資金については下記のようになっている。
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　（貸付対象事業）病院不足地域における事業及び特定の病床に係わる事業
　（利率）年1.6％
　（限度額）標準建設費の80％以内：建築資金で７億２千万円まで
　　　　　なお保育施設で１千500万円、在宅介護支援センターで２千万円
　　　　　土地取得資金で３億円までの加算がある。
　（償還期間）25年以内
　（措置期間）２年以内
　診療所に対する新築資金については下記のようになっている。
　（貸付対象事業）診療所不足地域における事業
　（利率）年1.6％
　（限度額）標準建設費の80％以内：建築資金で５億円まで
　（償還期間）20年以内
　（措置期間）２年以内
　病院の増改築資金については下記のように取り決められている。
　（貸付対象事業）医療施設近代化施設に伴って必要な場合と改善命令等の事業
　　　　　　　　（乙種）74)
　（利率）年1.65％
　（限度額）新築資金と同じ
　（償還期間）新築資金と同じ
　（措置期間）新築資金と同じ
　診療所の増改築資金にも甲種と乙種があり、甲種は新築資金の貸付対象事業に対して年1.6％の
利率になっており、乙種は改善命令等の事業に対して年1.65％の利率である。また、限度額、償還
期間、措置期間については新築資金と同様の設定になっている。
　機械購入資金については下記のようになっている。
　病院、診療所とも同じ設定になっている。
　（貸付対象事業）１品の価格が30万円以上の機械器具を購入する場合の融資
　（利率）年1.7％
　（限度額）購入価格の80％以内75）
　（償還期間）５年以内
　（措置期間）６ヶ月以内
　長期運用資金は、病院と診療所の区分による違いはほとんどないが、新設、増床のために必要な
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場合と、経営の安定化を図るために必要な場合とによって設定が異なっている。
　新築、増床のために必要な場合、利率は年1.7％、償還期間は３年以内、措置期間は６ヶ月以内、
限度額は所要額の80％以内である76）。
　経営の安定化を図るために必要な場合、利率は年1.7％、償還期間５年以内（特に必要と認めら
れた場合は７年以内）、措置期間は１年以内である。
　限度額については病院と診療所の区分により異なっている。病院では、病床不足地域内の病院又
は地域にとって必要な診療機能を有する病院で事業団の認めたものについて１億円まで、診療所は
事業団の経営診断を受けたものを原則として4,000万円までとなっている。
　以上補助金と制度融資についてまとめたが、公的資金の他に税制による特別償却制度が認められ
ている。これには療養病床用建物の特別償却77）及び立て替え病院用建物の特別償却があり78）、病院
の資金調達面での手助けになっているといえよう。
　おわりに
　本稿では３つの区分により、医療法人制度の概要を整理したが、平成13年３月31日現在、医療法
人の総数が34,272であるのに対し、特定医療法人は299、特別医療法人は18に過ぎない。特別医療
法人及び特定医療法人をいかに普及させていくかということも、今後の課題として検討する必要が
あろう。
　医療法人の経営状態は、病床規模が小さいほど赤字病院の割合が高い。近年では医療法人全体の
２割から３割が赤字病院といわれている。赤字から黒字への転換には、病院自身の経営努力も必要
ではあるが、経営の安定性を高めるための資金調達手段のあり方も考えていかなければならない。
　医療法人の資金調達の方法についてもまとめたが、社員の出資には限りがあることから、銀行か
らの借入、もしくは公的支援に頼らざるを得ないのが実状である。病院の資金需要としては増改築
に伴う費用を目的とているものが最も大きく、病床の規模にもよるが、数十億円は必要だと言われ
ている。ただし、需要頻度は約30年に１度程度である。これは、常に資金需要がある企業と大きく
異なる点である。また、今後はＩＴ化の推進のための資金需要が増大すると予測できる。
　病院の資金調達を銀行からの借入に頼る場合、銀行にとっては、病院の指定銀行になることによ
る預金の確保、病院関係者の個人的顧客獲得といったメリットがある反面、融資をする期間が長期
に渡り、担保による回収が難しいというリスクを負う。また、近年の金融情勢から、銀行に大きな
期待をするのは難しい。そこで、公的支援のあり方が重要になってくる。
　国、自治体の医療法人に対する関与もしくは対応をいかにしていくか、例えば減税や免税、さら
には補助金のあり方についてなどを改めて考え直していく必要がある。病院の株式会社化はその後
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の議論であり、現段階では容易に実行すべきではないと考える。
　今後は、本稿で明らかにした医療法人の特徴と現状を踏まえ、個別に検討を進めていきたい。
【注】
１）、医療法第44条。
２）、医療法第41条。
　 　病院または介護老人施設を開設する場合は、自己資本比率20％以上でなければならない。
３）、ただし、都道府県知事（厚生労働大臣）の許可を受けた場合は、３人未満の理事で足りる（医療法第46
条の２）。
４）、医療法第47条。
５）、ただし、都道府県知事（厚生労働大臣）の許可を受けた場合は、この限りではない（医療法第46条の３)｡
　 　理事長要件は富士見産婦人科病院事件を契機に経営者の医学的知識欠落に起因する事故を防止する観点
から昭和60年に創設されたもので、理事長は原則医師又は歯科医師でなければならないとした。ただし、
過去５年間にわたる医療機関としての経営が安定的に行われているもの等、都道府県知事が認めた場合
はその限りではない。
６）、医療法第54条
７）、医療法第42条第１項により、医療法人は開設する病院等の業務に支障のない限り、定款または寄付行為
の定めるところにより付帯業務を行うことができるとなっている。
８）、保健衛生に関する業務としては次のようなものがある。薬局、施術所、衛生検査所、訪問看護事業（訪
問看護ステーション）、介護福祉士養成施設、ケアハウス、ホームヘルパー養成研修事業、難病患者等居
宅生活支援事業（ホ―ムヘルプ、短期入所事業）等。
９）、平成10年２月厚生省告示第15号。これについては以下の４つがある。
　　　・児童居宅介護等事業、児童デイサービス事業または児童短期入所事業
　　　・老人居宅介護等事業、老人デイサービス事業、老人短期入所事業または痴呆対応型共同生活援助事業
及び老人デイサービスセンター、老人短期入所施設または老人介護支援センターを経営する事業
　　　・身体障害者居宅介護等事業、身体障害者ディサービス事業または身体障害者短期入所事業
　　　・知的障害者居宅介護等事業、知的障害者短期入所事業または知的障害者地域生活援助事業及び知的障
害者の更正相談に応ずる事業
10）、法人税法第66条
11）、地方税法72条の14
12）、医療法人のうち、役員の同族支配の制限等公的な運営の確保、残余財産の帰属先の制限等の要件を満た
し、地域において安定的かつ公正な医療を提供できる医療法人を特別医療法人という（医療法第42条第
２項）。
13）、次の①と②の要件を満たさなければならない。
　　①特例許可の対象となる病床を有すること
　　②下記のいずれかに該当すること
　　　ア）、40床以上であること
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　　　イ）、救急告示病院であること
　　　ウ）、公益の増進に寄与する事業を営んでいること
14）、医療法第42条第２項。
　　 特別医療法人は、その開設する医療施設の業務に支障のない範囲で、その収益を医療施設の経営に充て
ることを目的として、介護事業等の厚生労働大臣の定める収益事業を行うことができる。
15）、平成10年３月厚生省告示第108号によれば、特別医療法人が行うことのできる収益業務としては次のよう
なものがある。
　 　医療用具の販売、寝具貸付業、飲食店業、配食サービス業、医業経営相談その他医療関連サービス業、
医療情報サービス業、出版業、理容業、美容業、クリーニング業、公衆浴場業、遊休資産を活用した駐
車場業。
16）、差額ベッドは20％以下、平均5,000円以下となっている。
17）、以下のいずれかの要件を満たすことになっている。
　　ア）、40床以上であること
　　イ）、救急告示病院であること
　　ウ）、その他公益の増進に寄与する事業を営んでいること
18）、法人税については、公益法人並みの軽減税率22.0％が適用されている。租税特別措置法第67条の２。
19）、「祭祀、宗教、慈善、学術技芸其他公益に関する社団または財団にして営利を目的とせざるものは主管官
庁の許可を得て之を法人と為すことを得」。
20）、社会福祉法第22条では、社会福祉法人に関して、社会福祉事業を行うことを目的として、この法律の定
めるところにより設立された法人としている。
21）、社会福祉法第24条では、社会福祉法人は、社会福祉事業の主たる担い手としてふさわしい事業を確実、
効果的かつ適正に行うため、自主的にその経営基盤の強化を図るとともに、その提供する福祉サービス
の質の向上及び事業経営の透明性の確保を図らなければならないとしている。
22）、私立学校法第３条には、私立学校の設置を目的として、この法律の定めるところにより設立される法人
とある。
23）、商法第165条「株式会社を設立するには発起人定款を作ることを要す。」。
24）、社会福祉法第31条。
25）、社会福祉法第30条。
26）、民法第34条。
27）、私立学校法第30条。
28）、商法第167条。
29）、規則第30条の34には、病院または介護老人保健施設を開設する医療法人は、その資産の総額の100分の20
に相当する額以上の自己資本を有しなければならない。ただし、厚生労働大臣の定める基準に適合する
場合には、この限りでない。このように規定されている。ここでいう厚生労働大臣の定める基準とは、
以下のことを指す。
　 　法人の開設するすべての病院及び介護老人保健施設について、これらの用に供される土地、建物のいず
れかを所有していること。（設立後１年までは20％の自己資本が必須）
　 　法人の土地、建物等は、賃貸借契約による場合でも、確実なものである場合には差し支えない。
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　 　新たに医療施設を開設するために医療法人を設立する場合は、２ヶ月分以上の運転資金を有しているこ
と。
30）、社会福祉法第25条。なお、局長通知による審査基準では、①社会福祉施設について社会福祉の用に給す
る不動産（ただし、不動産が行政主体からの貸与等を受けている場合は、100万円以上に相当する資産）
を基本財産とすること、②社会福祉施設以外については原則として１億円以上の資産を基本財産とする
こと、となっている。
31）、私立学校法第25条。なお、告示による審査基準では、設置経費の財源としての寄付金の他、申請時にお
いて、大学等の開設年度の経常経費に相当する額の寄付金が収納されていること、と示されている。
32）、公益法人指導監督基準では、公益事業は次の事項のすべてに適合しなければならないとしている。
　　　・当該法人の目的に照らし、適切な内容の事業であること
　　　・事業内容が定款または寄付行為上具体的に明確化されていること
　　　・営利企業として行うのが妥当と認められる性格、内容の事業を主とするものでないこと
33）、社会福祉法第26条。社会福祉法人の行う公益事業について、局長通知による審査基準等において次のこ
とを求めている。
　 　社会福祉事業に支障がないこと、事業規模は従たる地位にあること、収益は社会福祉事業または公益事
業に充てること、社会福祉と関連があること。
34）、制限としては、収益事業の支出総額は、可能な限り支出総額の２分の１以下に止めること、収益事業の
利益は公益事業のために使用するものとし、その額は可能な限り収益の２分の１以上とすること、があ
る。
35）、社会福祉法第26条。なお、収益事業は従たる地位になければならないといった局長通知による審査基準
がある。
36）、私立学校法第26条。
37）、医療法第46条の２では、理事３人以上、ただし知事の許可があれば理事は１人または２人で可（１人医
師医療法人）となっている。
38）、民法第52条及び第58条による。なお、公益法人指導監督基準により、役員の定数は、事業規模等からみ
て適正な数とすることとなっている。
39）、社会福祉法第36条。なお、局長通知では理事６～15人以上、監事１人以上となっている。
40）、私立学校法第35条。
41）、私立学校法第38条。
42）、公益法人指導監督基準では、財団法人には評議員を置き、理事及び監事の選任機関並びに法人の重要事
項の諮問機関として評議員会を置き、原則として理事、監事を兼ねないこととある。また、評議員は同
一の親族、特定の企業、所管する官庁の出身者及び同一の業界関係者の占める割合は評議員会を実質的
に支配するに至らない数とすること、となっている。
43）、社会福祉法第42条には、評議員会を置くことができるとあるが、通知による審査基準では、評議員会を
置くこととある。ただし、保育所経営のみの法人は除き、評議員会は理事の定数の２倍を超える数の評
議員をもって組織することとなっている。
44）、私立学校法第41条には、評議員会を置くこと、及び評議委員会は理事の定数の２倍を超える評議員を
もって構成することとなっている。
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45）、各法人の監事の職務に関する法的規定は、民法法人が民法第59条、社会福祉法人が社会福祉法第40条、
学校法人が私立学校法第37条第４項、株式会社が商法第273条及び第274条で、医療法人では、民法第59
条を準用規定としている。
46）、運営管理指導要綱では、病院または介護老人保健施設を開設する医療法人の監査は、外部監査が行われ
ることが望ましい、となっている。
47）、関係閣僚会議申し合わせによれば、資産額100億円以上または負債額50億円以上または、収支決算が10億
円以上の法人に対し、公認会計士等による監査を要請するとなっている。
48）、局長通知により、法人運営の透明性の観点から、公認会計士、税理士等による外部監査の活用を積極的
に行うことが適当であるとしている。
49）、私立学校振興助成法第14条により、補助金を受ける法人は、財務計算に関する書類について、所轄庁の
指定する公認会計士または、監査法人の監査報告書を添付することが求められている。
50）、医療法人は医療法第46条の３で民法法人は民法第53条で、社会福祉法人は、社会福祉法第38条で、学校
法人は私立学校法第35条でそれぞれ規定され、株式会社の代表取締役については商法254条で規定されて
いる。
51）、商法第282条には、貸借対照表、損益計算書、営業報告書等及び監査報告書を５年間本店に、謄本を３年
間支店に備え付け、株式及び債権者の求めに応じ閲覧、謄本交付を行うこととなっている。また、商法
第283条により貸借対照表または、その要旨の公告が求められている。
52）、医療法第52条では、毎会計年度終了後２ヶ月以内に、財産目録、貸借対照表、及び損益計算書を作成し、
事務所に備え置き、債権者から求めがあった場合には閲覧することとなっている。
53）、指導監督基準により、財務等に関する資料を主たる事務所に備え置き、原則として一般閲覧することが
求められている。
54）、社会福祉法第44条によれば、事業報告書、財産目録、貸借対照表及び収支計算書及びこれに関する監事
の意見を記載した書面を事務所に備え置き、利用希望者その他利害関係人から請求があった場合には、
閲覧させることになっている。
　 　なお、学校法人については自主的に開示するよう指導されている。
55）、医療法人及び株式会社は法人税法第66条により、所得の30％（資本金１億円以下の場合、所得800万円以
下の部分は22％）となっている。なお、特定医療法人は祖税特別措置法67条の２により、所得の22％と
なっている。民法法人、社会福祉法人、学校法人の３法人は、法人税法７条により、収益事業以外の所
得及び清算所得については非課税である。ただし収益事業については22％（法人税法66条）となってい
る。
56）、都道府県民税については、医療法人、株式会社、民法法人は地方税法第51条、52条で、社会福祉法人及
び学校法人は地方税法25条でそれぞれ規定されている。
57）、市町村民税に関しては、医療法人、株式会社、民法法人は地方税法312条、314条の６により、社会福祉
法人及び学校法人は地方税法296条によりそれぞれ規定されている。
58）、事業税については医療法人が地方税法72条の14で、株式会社が地方税法72条の22で規定されている。民
法法人、社会福祉法人、学校法人が地方税法72条の５で規定されている。民法法人、社会福祉法人、学
校法人の収益事業については株式会社同様、地方税法72条の22に従わなければならないが、事業所税は
原則非課税である（地方税法701条の342項）。
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59）、国の病院の中には、厚生労働省、文部科学省、労働福祉事業団、その他がある。そのうちの62％は厚生
労働省、16％は文部科学省が占めている。
60）、公的医療機関としては、市町村が最も多く56％を占め、続いて都道府県が23％を占めている。他には日
赤、済生会、北海道社会事業協会、厚生農業協同組合連合会、国民健康保険団体連合会がある。
61）、社会保険関係団体とは、全国社会保険協会連合会、厚生年金事業振興団、船員保険会、健康保険組合及
びその連合会、共済組合及びその連合会、国民健康保険組合がある。
62）、その他の法人としては、宗教法人、社会福祉法人等がある。
63）、病院数の内訳は次のようになっている。
開設者別病院数内訳
平成11年10月１日現在
実　数 構成割合(％)
総数 9,286 100
国 370 ４
厚生労働省 229 2.5
文部科学省 61 0.7
労働福祉事業団 39 0.4
その他 41 0.4
公的医療機関 1,368 14.7
都道府県 309 3.3
市町村 762 8.2
日赤 95 １
済生会 76 0.8
北海道社会事業協会 ７ 0.1
厚生農業協同組合連合会 116 1.2
国民健康保険団体連合会 ３ ０
社会保険関係団体 131 1.4
全国社会保険協会連合会 53 0.6
厚生年金事業振興団 ７ 0.1
船員保険会 ３ 0.1
健康保険組合及びその連合会 18 0.2
共済組合及びその連合会 49 0.5
国民健康保険組合 １ ０
公益法人 394 4.2
医療法人 5,299 57.1
学校法人 98 1.1
株式会社 68 0.7
その他の法人 277 ３
個人 1,281 13.8
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64）、
病床数の推移
65）、負担割合は、国が３分の１、都道府県が３分の１以内、残りが事業者の負担となる。
66）、平成12年度第１次補正予算による要件緩和は平成12年11月から実施されている。その内容は、介護力強
化型病床及び老人特例許可病床から療養病床への転換整備事業に係わる建替整備（改築及び移転新築）
については、築後経過年数が概ね25年とする要件を廃止するというものである。
67）、中小病院支援策による要件緩和は平成12年12月から実施されている。その内容は、「その他の病床」の総
病床数が200床未満の病院並びに診療所が行う「その他の病床」に係わる建替整備（改築及び移転新築）
については、築後概ね25年以上とする要件を20年以上に緩和するというものである。
68）、平成13年１月現在、都道府県の承認を受けた許可権者は27病院である。
69）、必置施設等には以下のものがある。
　 　集中治療室、病院の管理及び運営に関する諸記録、化学・細菌及び病理の検査施設、病理解剖室、研究
室、講義室、図書館、救急用または患者輸送用自動車及び医薬品情報管理室の施設等である。
70）、地域医療支援病院が行うべき事項としては、例えば次のようなことが挙げられる。
　　　・当該病院の全部もしくは一部を、当該病院に勤務しない医療従事者の診療または研修のために利用さ
せること。
　　　・救急医療を提供すること。
　　　・地域の医療従事者の資質の向上を図るための研修を行わせること。
　　　・診療及び病院の管理・運営に関する諸記録を体系的に管理すること。当該病院に患者を紹介しようと
する医師等から諸記録の閲覧を求められた時は、正当な理由がある場合を除き、患者の秘密を害する
恐れのないものとして厚生労働省令で定めるものを閲覧させること。
　　　・他からの紹介患者に医療提供すること。
　　　・当該病院に勤務しない学識経験者等を主として構成される委員会の設置及び病院内に患者相談に適切
に応じられる体制の確保。
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71）、負担割合は、公的医療機関等による共同利用施設の場合、国が３分の１、事業者が３分の２である。地
域医療支援病院における共同利用部門では、国、都道府県、事業者それぞれ３分の１ずつの負担となる。
72）、具体的には、特殊診療棟における共同利用高額医療機器設置に必要な特殊部門、開放型病院棟における
病室、診察室、処置室、寝具倉庫、廊下、便所、冷暖房、附属設備等である。
73）、本稿で述べている融資の内容は、平成13年10月現在のものである。
74）、増改築資金には甲種と乙種がある。甲種とは新築資金の貸付対象事業に対するもので、利率は1.6％と
なっている。なお、乙種の利率1.65％（平成13年10月現在）は、償却期限まで固定する完全固定金利制
度の場合である。
　 　10年経過時点で利率を見直す10年経過後金利見直し制度の場合は、年1.6％の利率である。これら２つの
制度のうちからどちらかを選択できるようになっている。
75）、病院、診療所のどちらも購入価格の80％以内の限度額であるが、金額には差がある。
　 　病院の場合、40床以下で4,500万円、41～80床で6,000万円、81床以上で7,500万円と規模により異なって
いる。さらに救急病院は1,000万円まで、リハビリ用機器は1,000万円までの加算がある。診療所では
2,500万円までとなっている。
76）、病院の限度額の金額は1,500万円、診療所は300万円である。
77）、これは、個人または法人が設置するものについて、５年間8％の割増償却をいい、平成15年３月までの期
間で認められている。
78）、個人または法人が取得した改正後の医療法の構造設備基準に適合する病院用建物（建て替えによるもの
に限る）について、病床数の削減、救急医療の確保等医療の提供体制の整備等一定の要件の下に、基準
取得価額の15％を特別償却できるというもので平成15年３月までの期間で認められている。
　注77、78の税制による特別償却制度は、平成15年３月までの時限措置であるが、平成15年度税制改正要望に
おいて、平成17年３月までの延長が要望されており、要望通りの延長が実行されるものと予想される。
（2003年１月７日受理）
